
令和 7 年第 4 回王滝村議会 11 月臨時会 

議 案 目 録 

 

議第 60 号  和解及び損害賠償の額の決定について(専決処分) 

 

議第 61 号  王滝村監査委員の選任につき同意を求めることについて 

 

議第 62 号  令和７年人事院勧告に伴う関係条例の整備に関する条例について 

 

議第 63 号  令和７年度王滝村一般会計補正予算（第 3 号）について 

 

議第 64 号  令和 7 年度王滝村特別会計国民健康保険診療施設費補正予算（第 3 号）に 

       ついて 

 

議第 65 号  令和 7 年度王滝村公営企業簡易水道事業会計補正予算（第 2 号）について 

 

 

 



議第６０号 

 

 

 

 

 

       和解及び損害賠償の額の決定について（専決処分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  令和７年 １１月  ２０日  提出 

                  王 滝 村 長  越 原 道 廣 

 

                  令和７年 １１月    日  承認 

                  王滝村議会議長  下 出 謙 介 

 

 

 

 



（別紙） 

         損害賠償の額の決定の専決処分報告 

 

損害賠償の額の決定について、下記のとおり専決処分したので報告する。 

 

 

          専  決  処  分  書 

 

  損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 292 条 

において準用する同法第 180 条第 1 項の規定及び村長の専決処分事項（昭和 57年 

12月 27日議決）により、次のとおり専決処分する。 

 

 

                      令和７年１０月３１日 

                      王滝村長  越 原 道 廣 

 

 

 

             損害賠償の額の決定について 

 

 

  損害賠償の額を、次のとおり決定する。 

 

  １  損害賠償の額   ２２，０００円 

 

  ２  相  手  方   長野県長野市稲葉２４１３－３ 

              一般財団法人 日本森林林業振興会長野支部 

支部長 花村 健治 

 

  ３  事故の概要 

      (1) 事故発生年月日 

令和７年１０月 ２日（木）午後２時３２分ごろ 

 

(2) 発生場所 

    長野県木曽郡王滝村 村道第１号線 

           

(3)事故の状況 

          村道第１号線において、職員実行による草刈り作業を実施中、

一般財団法人日本森林林業振興会長野支部の団体職員が運転

する車両に飛び石が当り、フロントガラスを破損する損害を与

えた。 



11月臨時議会説明資料 

 

 

 

 

1．主な改正事由  

令和７年 8月７日付の人事院勧告に準じた所要の改正 

 

2．改正内容 

 改正条例第 1条（議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正）及び 

 改正条例第 2 条（特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の一部改正）について 

期末手当支給率について、人事院勧告に準じ年間で 0.05月分の引上げを行うもの。 

令和 7年度は、12月分支給率を 0.05月分引上げ、令和 8年度以降は、6月と 12月支給 

分をそれぞれ 0.025月分引上げ支給する。 

 6月期 12月期 

令和 7年度  期末手当 
1.825月 

（支給済み） 

1.875月 

（現行 1.825月） 

令和 8年度以降 期末手当 1.85月 1.85月 

 

改正条例第３条（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）について 

給与については、民間企業における初任給の動向を踏まえ、人事院勧告に準じ、大卒

程度の初任給を 12,000円、高卒程度の初任給を 12,300円、それぞれ引上げる。これを

踏まえて、若年層が在籍する号俸に重点を置きつつ、その他の職員も改正率を逓減させ

る形で給料表の引上げ改定を行う。（平均改定率： 1級 5.2％、2級 4.2％、全体 3.3％〕

また、期末手当及び勤勉手当支給率を年間で 0.05月分引上げる。令和 7年度は、12月分

支給率を 0.05月分引上げ、令和 8年度以降は、6月と 12月支給分をそれぞれ 0.025月分

引上げ支給する。 

宿日直手当については、支給額を 300円引上げ、自動車等使用者の通勤手当について

は、200円から 7,100円までの幅で引上げを行い、更に令和 8年度からは 100㎞以上を上

限とした新たな距離区分を新設する。 

 【期末・勤勉手当】 

 6月期 12月期 

令和 7年度  
期末手当 1.25月（支給済み） 1.275月（現行 1.25月） 

勤勉手当 1.05月（支給済み） 1.075月（現行 1.05月） 

令和 8年度 

以降 

期末手当 1.2625月 1.2625月 

勤勉手当 1.0625月 1.0625月 

議第６２号 令和７年人事院勧告に伴う関係条例の整備に関する条例 

      について 



11月臨時議会説明資料 

 

【通勤手当】 

距離区分 ５㎞未満 
５㎞以上 

10㎞未満 

10㎞以上 

15㎞未満 

15㎞以上 

20㎞未満 

20㎞以上 

25㎞未満 

25㎞以上 

30㎞未満 

手当額 2,000円 4,200円 7,300円 10,400円 13,500円 16,600円 

距離区分 
30㎞以上 

35㎞未満 

35㎞以上 

40㎞未満 

40㎞以上 

45㎞未満 

45㎞以上 

50㎞未満 

50㎞以上 

55㎞未満 

55㎞以上 

60㎞未満 

手当額 19,700円 22,800円 25,900円 29,100円 32,300円 35,500円 

距離区分 
60㎞以上 

65㎞未満 

65㎞以上 

70㎞未満 

70㎞以上 

75㎞未満 

75㎞以上 

80㎞未満 

80㎞以上 

85㎞未満 

85㎞以上 

90㎞未満 

手当額 38,700円 42,200円 45,700円 49,200円 52,700円 56,200円 

距離区分 
90㎞以上 

95㎞未満 

95㎞以上 

100㎞未満 
100㎞以上 網掛け部分が令和 8年度新設 

手当額 59,600円 63,000円 66,400円    

 

改正条例第 4条（王滝村一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部 

改正）について 

任期付職員の給料月額については、一般職同様に人事院勧告に準じ、引上げ改正を 

し、期末手当及び勤勉手当についても年間 0.05月引上げを行う。 

令和 7年度は、12月支給率を 0.05月分引上げ、令和 8年度以降は、6月と 12月支給分を

それぞれ 0.025月分引上げ支給する。 

 6月期 12月期 

令和 7年度  
期末手当 0.95月 （支給済み） 0.975月（現行 0.95月） 

勤勉手当 0.875月（支給済み） 0.9月  （現行 0.875月） 

令和 8年度 

以降 

期末手当 0.9625月 0.9625月 

勤勉手当 0.8875月 0.8875月 

 

3．施行期日等 

 令和 7年 12月 1日から施行する。なお、月例給の引上げ、宿日直手当及び通勤手当の

の改定は令和 7年４月１日から適用する。 

令和 8年度以降の期末手当及び勤勉手当の改定及び通勤手当の距離区分新設の改定

は、令和 8年４月１日から施行する。 



議第 62 号 

 

 

令和７年人事院勧告に伴う関係条例の整備に関する条例について 

 

 

 

 令和７年人事院勧告に伴う関係条例の整備に関する条例案を別紙のとおり 

提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    令和 ７年１１月２０日 提  出 

     王 滝 村 長  越 原 道 廣  

 

    令和 ７年  月  日    決 

     王滝村議会議長  下 出 謙 介  

 



 

  



（別紙） 

 

令和７年人事院勧告に伴う関係条例の整備に関する条例（案） 

 

（議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正） 

第 1 条 議会の議員の議員報酬並びに費用弁償等に関する条例（昭和 31 年 

 王滝村条例第 6 号）の一部を次のように改正する。 

（１）第５条第２項中「100 分の 182.5」を「100 分の 187.5」に改める。 

（２）第５条第２項中「100 分の 187.5」を「100 分の 185.0」に改める。 

 

（特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の一部改正） 

第 2 条 特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例（昭和 40 年王滝村条例 

 第 11 号）の一部を次のように改正する。 

（１）第２条第２項ただし書中「100 分の 125.0」を「100 分の 127.5」に、「100 分

の 182.5」を「100 分の 187.5」に改める。 

（２）第２条第２項ただし書中「100 分の 127.5」を「100 分の 126.25」に、「100

分の 187.5」を「100 分の 185.0」に改める。 

 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第 3 条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和 40 年王滝村条例第 7 号）の 

 一部を次のように改正する。 

（１）第 18 条第１号ただし書を削り、同条第２号ウ中「7,100 円」を「7,300 円」

に改め、同号エ中「10,000 円」を「10,400 円」に改め、同号オ中「12,900 円」を

「13,500 円」に改め、同号カ中「15,800 円」を「16,600 円」に改め、同号キ中「18,700

円」を「19,700 円」に改め、同号ク中「21,600 円」を「22,800 円」に改め、同号

ケ中「24,400 円」を「25,900 円」に改め、同号コ中「26,200 円」を「29,100 円」

に改め、同号サ中「28,000 円」を「32,300 円」に改め、同号シ中「29,800 円」を

「35,500 円」に改め、同号ス中「31,600 円」を「38,700 円」に改め、同条第３号

中「（１箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が 55,000 円を超

えるときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間



につき、55,000 円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）」を削り、同条に次

の１項を加える。 

２ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額の合計額が 15 万円を

超える職員の通勤手当の額は、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も

長い支給単位期間につき、15 万円に支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 

第 25 条第２項中「4,400 円」を「4,700 円」に改める。 

第 28 条第１項中「100 分の 125.0」を「100 分の 127.5」に、「100 分の 105.0」

を「100 分の 107.5」に改め、同条第２項中「100 分の 125.0」を「100 分の 127.5」

に、「100 分の 70.0」を「100 分の 72.5」に、「100 分の 105.0」を「100 分の 107.5」

に、「100 分の 60.0」を「100 分の 62.5」に改める。 

第 31 条第１項第１号中「100 分の 105.0」を「100 分の 107.5」に、「100 分の

125.0」を「100 分の 127.5」に改め、同項第２号中「100 分の 50.0」を「100 分の

52.5」に、「100 分の 60.0」を「100 分の 62.5」に改める。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第５条関係） 

【行政職給料表】 

職員
の 
区分 

職務 
の級 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

号俸 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員以
外の
職員 

 円 円 円 円 円 円 

１ 195,800 242,000 276,300 309,800 332,600 366,800 

２ 196,900 243,300 277,300 311,300 334,400 368,500 

３ 198,100 244,700 278,300 312,700 336,200 370,100 

４ 199,200 246,100 279,300 314,100 337,900 371,700 

５ 200,300 247,500 280,300 315,500 339,600 373,300 

６ 202,000 248,900 281,300 316,600 341,300 375,100 

７ 203,600 250,300 282,200 317,600 343,000 376,600 

８ 205,200 251,700 283,200 318,800 344,600 378,200 

９ 206,700 253,100 284,200 320,000 346,200 379,500 



10 208,400 254,300 285,200 321,600 347,900 381,100 

11 210,000 255,600 286,200 323,200 349,600 382,700 

12 211,600 256,900 287,200 324,800 351,200 384,200 

13 213,100 258,100 288,200 326,200 352,700 386,100 

14 214,800 259,300 289,500 327,800 354,300 388,000 

15 216,500 260,500 290,800 329,400 355,900 389,900 

16 218,200 261,700 292,000 331,000 357,400 391,700 

17 219,400 262,800 293,200 332,400 358,800 393,200 

18 221,000 263,900 294,500 334,100 360,500 395,000 

19 222,600 265,000 295,700 335,700 362,100 396,700 

20 224,100 266,100 296,900 337,300 363,700 398,300 

21 225,600 267,000 297,900 338,700 364,800 400,000 

22 227,200 268,000 299,100 340,400 366,300 401,400 

23 228,800 269,000 300,300 342,100 367,800 402,800 

24 230,400 270,000 301,600 343,700 369,300 404,200 

25 232,000 271,000 302,900 344,900 371,000 405,600 

26 233,700 271,900 303,900 346,800 372,800 406,800 

27 235,000 272,700 304,900 348,500 374,400 408,000 

28 236,300 273,600 305,900 350,100 376,100 409,000 

29 237,600 274,400 307,000 351,600 377,500 410,100 

30 238,700 275,200 308,200 353,200 378,800 411,300 

31 239,800 276,000 309,300 354,800 380,000 412,400 

32 240,900 276,700 310,500 356,400 381,400 413,500 

33 242,000 277,400 311,600 358,100 382,500 414,200 

34 242,900 278,200 312,900 359,900 383,400 414,900 

35 243,800 279,000 314,200 361,700 384,400 415,500 

36 244,800 279,600 315,500 363,500 385,400 416,200 



37 245,800 280,300 316,700 365,000 386,200 416,800 

38 246,700 281,100 318,000 366,400 387,100 417,400 

39 247,600 281,800 319,300 367,800 388,000 417,900 

40 248,400 282,500 320,600 369,200 388,800 418,300 

41 249,200 283,200 321,900 370,700 389,600 418,700 

42 249,900 283,900 323,100 371,500 390,400 418,900 

43 250,500 284,600 324,400 372,400 391,200 419,200 

44 251,100 285,300 325,500 373,400 391,900 419,500 

45 251,800 286,000 326,400 374,300 392,600 419,800 

46 252,400 286,600 327,700 375,400 393,300 420,100 

47 253,000 287,300 329,000 376,300 394,000 420,400 

48 253,600 287,900 330,300 377,300 394,700 420,700 

49 254,100 288,600 331,400 378,200 395,200 420,900 

50 254,700 289,200 332,700 378,900 395,800 421,200 

51 255,300 289,900 333,900 379,600 396,400 421,400 

52 255,800 290,600 335,100 380,200 397,100 421,700 

53 256,200 291,100 336,400 380,600 397,500 421,900 

54 256,600 291,700 337,400 381,200 398,100 422,200 

55 256,900 292,300 338,500 381,800 398,700 422,500 

56 257,200 293,000 339,600 382,500 399,200 422,800 

57 257,500 293,600 340,300 382,800 399,600 423,000 

58 257,800 294,200 341,200 383,500 400,200 423,300 

59 258,100 294,800 341,900 384,200 400,800 423,600 

60 258,400 295,500 342,700 384,800 401,300 423,800 

61 258,700 296,100 343,500 385,100 401,700 424,000 

62 259,000 296,700 343,900 385,600 402,200 424,300 

63 259,300 297,200 344,400 386,200 402,700 424,600 



64 259,600 297,700 345,100 386,800 403,300 424,800 

65 259,900 298,200 345,900 387,100 403,600 425,000 

66 260,200 298,800 346,600 387,700 404,000 425,300 

67 260,500 299,300 347,300 388,400 404,300 425,600 

68 260,800 299,900 347,900 389,000 404,700 425,800 

69 261,100 300,300 348,400 389,400 405,000 426,000 

70 261,400 300,800 349,000 389,900 405,300 426,300 

71 261,700 301,300 349,500 390,500 405,600 426,600 

72 262,000 301,900 350,100 391,000 405,800 426,800 

73 262,300 302,400 350,400 391,500 406,000 427,000 

74 262,600 302,800 350,900 392,100 406,300  

75 262,900 303,100 351,200 392,500 406,600  

76 263,200 303,400 351,600 392,800 406,800  

77 263,500 303,600 352,000 393,200 407,000  

78 263,800 303,900 352,500 393,700 407,300  

79 264,100 304,100 353,000 394,100 407,600  

80 264,400 304,400 353,500 394,500 407,800  

81 264,700 304,600 353,800 394,900 408,000  

82 265,000 304,800 354,200 395,400 408,300  

83 265,300 305,100 354,600 395,800 408,600  

84 265,600 305,300 355,000 396,200 408,800  

85 265,900 305,600 355,300 396,500 409,000  

86 266,200 305,800 355,700    

87 266,500 306,100 356,100    

88 266,800 306,400 356,500    

89 267,100 306,700 356,700    

90 267,400 307,000 357,100    



91 267,700 307,300 357,500    

92 268,000 307,600 357,900    

93 268,300 307,800 358,100    

94  308,000 358,400    

95  308,300 358,800    

96  308,700 359,100    

97  308,900 359,400    

98  309,200 359,800    

99  309,500 360,200    

100  309,900 360,600    

101  310,100 361,100    

102  310,400 361,500    

103  310,700 361,900    

104  311,000 362,300    

105  311,200 362,800    

106  311,500 363,200    

107  311,800 363,500    

108  312,100 363,800    

109  312,300 364,200    

110  312,600     

111  313,000     

112  313,300     

113  313,500     

114  313,700     

115  314,000     

116  314,400     

117  314,600     



118  314,800     

119  315,100     

120  315,400     

121  315,700     

122  315,900     

123  316,200     

124  316,500     

125  316,800     

定年前再任
用短時間勤
務職員 

基準給料
月額 

基準給料
月額 

基準給料
月額 

基準給料
月額 

基準給料
月額 

基準給料
月額 

200,300 227,800 269,500 290,100 305,700 331,900 

 

別表第１の２を次のように改める。 

 【医療職給料表（一）】 

職員
の 
区分 

職務 
の級 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 

号俸 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年
前再
任用
短時
間勤
務職
員以
外の
職員 

 円 円 円 円 円 

１ 305,600 415,600 470,300 566,200 613,700 

２ 307,900 418,300 472,300 572,300 619,500 

３ 310,200 420,900 474,200 577,400 624,500 

４ 312,400 423,300 476,100 582,100 628,800 

５ 314,500 425,600 477,500 586,400 632,800 

６ 318,000 427,800 479,200 590,700 636,200 

７ 321,500 429,800 481,000 594,100 639,100 

８ 324,900 431,900 482,800 597,000 641,800 

９ 328,300 434,000 484,600 599,500  

10 331,800 435,500 486,300 601,800  



11 335,200 437,000 488,100   

12 338,600 438,500 489,900   

13 342,000 439,900 491,700   

14 345,500 441,300 493,400   

15 348,900 442,800 495,200   

16 352,300 444,200 497,000   

17 355,700 445,500 498,800   

18 358,800 447,000 500,700   

19 362,000 448,400 502,600   

20 365,200 449,800 504,500   

21 368,500 451,100 506,400   

22 371,600 452,600 508,100   

23 374,700 454,000 509,900   

24 377,700 455,400 511,700   

25 380,800 456,800 513,300   

26 383,100 458,200 515,100   

27 385,400 459,500 516,900   

28 387,600 460,900 518,400   

29 389,500 462,300 519,800   

30 391,200 463,600 521,500   

31 392,900 465,000 523,300   

32 394,700 466,400 525,000   

33 396,400 467,700 526,500   

34 398,200 469,100 527,800   

35 399,800 470,400 529,100   

36 401,100 471,800 530,400   

37 402,500 473,200 531,400   



38 403,900 474,900 532,700   

39 405,300 476,500 534,000   

40 406,700 478,000 535,300   

41 408,200 479,600 536,300   

42 408,900 480,800 537,100   

43 409,500 481,900 537,900   

44 410,100 483,000 538,700   

45 410,900 484,000 539,600   

46 411,500 484,900 540,400   

47 412,100 485,800 541,200   

48 412,600 486,600 541,900   

49 413,100 487,300 542,700   

50 413,500 488,000 543,500   

51 414,000 488,700 544,200   

52 414,400 489,300 545,100   

53 414,800 489,900 546,000   

54 415,100 490,600 546,800   

55 415,400 491,200 547,700   

56 415,800 491,800 548,600   

57 416,100 492,100 549,400   

58 416,500 492,700 550,200   

59 416,800 493,300 551,000   

60 417,200 494,000 551,700   

61 417,600 494,400 552,500   

62 417,900 495,000 553,400   

63 418,200 495,700 554,300   

64 418,500 496,400 555,200   



65 418,800 496,800 556,000   

66  497,400 556,900   

67  498,000 557,800   

68  498,500 558,700   

69  499,000 559,500   

70  499,500 560,400   

71  500,000 561,300   

72  500,500 562,200   

73  500,900 563,000   

74  501,400    

75  501,800    

76  502,200    

77  502,700    

78  503,300    

79  503,800    

80  504,200    

81  504,700    

82  505,300    

83  505,900    

84  506,400    

85  506,900    

定年前再任用
短時間勤務職
員 

基準給料月
額 

基準給料月
額 

基準給料月
額 

基準給料月
額 

基準給料月
額 

312,900 356,500 412,800 488,500 590,500 

 

 

 

 



（２）第 18 条第２号スを次のように改める。 

ス 使用距離が片道60キロメートル以上65キロメートル未満である職員 38,700円 

第 18 条第２号に次のように加える。 

セ 使用距離が片道65キロメートル以上70キロメートル未満である職員 42,200円 

ソ 使用距離が片道70キロメートル以上75キロメートル未満である職員 45,700円 

タ 使用距離が片道75キロメートル以上80キロメートル未満である職員 49,200円 

チ 使用距離が片道80キロメートル以上85キロメートル未満である職員 52,700円 

ツ 使用距離が片道85キロメートル以上90キロメートル未満である職員 56,200円 

テ 使用距離が片道90キロメートル以上95キロメートル未満である職員 59,600円 

ト 使用距離が片道95キロメートル以上100キロメートル未満である職員 63,000円 

ナ 使用距離が片道 100 キロメートル以上である職員 66,400 円 

第 28 条第１項中「100 分の 127.5」を「100 分の 126.25」に、「100 分の 107.5」

を「100 分の 106.25」に改め、同条第２項中「100 分の 127.5」を「100 分の 126.25」

に、「100 分の 72.5」を「100 分の 71.25」に、「100 分の 107.5」を「100 分の

106.25」に、「100 分 62.5」を「100 分の 61.25」に改める。 

第 31 条第１項第１号中「100 分の 107.5」を「100 分の 106.25」に、「100 分の

127.5」を「100 分の 126.25」に改め、同項第２号中「100 分の 52.5」を「100 分

の 51.25」に、「100 分の 62.5」を「100 分の 61.25」に改める。 

 

（王滝村一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

第 4 条 王滝村一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成 29

年王滝村条例第 12 号）の一部を次のように改正する。 

（１）第４条第１項の表を次のように改める。 

号俸 給料月額（円） 

１ 287,000 

２ 324,000 

３ 366,000 

４ 413,000 

５ 466,000 

６ 526,000 



７ 594,000 

第５条第２項中「100 分の 125.0」を「100 分の 127.5」に、「100 分の 95」を

「100 分の 97.5」に、「100 分の 105」を「100 分の 107.5」に、「100 分の 87.5」

を「100 分の 90.0」に改める。 

 

（２）第５条第２項中「100 分の 127.5」を「100 分の 126.25」に、「100 分の 97.5」

を「100 分の 96.25」に、「100 分の 107.5」を「100 分の 106.25」に、「100 分の

90.0」を「100 分の 88.75」に改める。 

 

  

附  則 

（施行期日等） 

１ この条例は令和７年１２月１日から施行する。ただし、第 1 条第 2 号、第 2 条

第 2 号、第 3 条第２号、第４条第２号の規定は、令和８年 4 月 1 日から施行する。 

２ 第３条第１号の規定（一般職の職員の給与に関する条例（以下「給与条例」と

いう。）第 28 条第１項、第２項、第 31 条第１項第１号及び同項第２号の改正規定

を除く。）による改正後の給与条例の規定及び第４条第１号の規定（王滝村一般職

の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（以下「任期付職員条例」という。）

第５条第２項の改正規定を除く。）による改正後の任期付職員条例の規定は、令和

７年４月１日から適用する。 

 

（給与の内払） 

３ 改正後の関係条例の規定の適用する場合には、第１条第１号、第２条第１号、

第３条第１号、第４条第１号の規定による改正前の議会の議員の議員報酬及び費用

弁償等に関する条例、特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例、給与条例、任

期付職員条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の関係条例の規定による

給与の内払とみなす。 

                                  



1 

 

議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例について  

新旧対照表 

 

第１条（１）議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和 31年王滝村条例第６号）の一部を次のように改正する。  

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（同項後段に規定する者にあって

は任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散による任期満了の日現在）に

おいて受けるべき報酬の月額及びその月額に100分の30を乗じて得た額の合計額に、

100分の187.5を乗じて得た額に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（同項後段に規定する者にあって

は任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散による任期満了の日現在）に

おいて受けるべき報酬の月額及びその月額に100分の30を乗じて得た額の合計額に、

100分の182.5を乗じて得た額に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

(１)～(４) （略） 

 

(１)～(４) （略） 

 

 

第１条（２）議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和 31年王滝村条例第６号）の一部を次のように改正する。  

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（同項後段に規定する者にあって

は任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散による任期満了の日現在）に

おいて受けるべき報酬の月額及びその月額に100分の30を乗じて得た額の合計額に、

100分の185.0を乗じて得た額に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（同項後段に規定する者にあって

は任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散による任期満了の日現在）に

おいて受けるべき報酬の月額及びその月額に100分の30を乗じて得た額の合計額に、

100分の187.5を乗じて得た額に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

(１)～(４) （略） 

 

(１)～(４) （略） 
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特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の一部を改正する条例について  

新旧対照表 

 

第２条（１）  特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の一部を次のように改正する。  

改正後 改正前 

（給与の額） （給与の額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 常勤の職員の通勤手当、期末手当及び寒冷地手当の支給額は、一般職の職員

の給与に関する条例（昭和31年王滝村条例第14号）の適用を受ける一般職の職

員の例により算出される額とする。ただし、同条例第28条第１項中「100分の

127.5」とあるのは「100分の187.5」とする。この場合において、期末手当につ

いては、給料月額及びその額に100分の30を乗じて得た額の合計額を給料月額と

する。 

 

２ 常勤の職員の通勤手当、期末手当及び寒冷地手当の支給額は、一般職の職員

の給与に関する条例（昭和31年王滝村条例第14号）の適用を受ける一般職の職

員の例により算出される額とする。ただし、同条例第28条第１項中「100分の

125.0」とあるのは「100分の182.5」とする。この場合において、期末手当につ

いては、給料月額及びその額に100分の30を乗じて得た額の合計額を給料月額と

する。 

 

 

 

第２条（２）  特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の一部を次のように改正する。  

改正後 改正前 

（給与の額） （給与の額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 常勤の職員の通勤手当、期末手当及び寒冷地手当の支給額は、一般職の職員

の給与に関する条例（昭和31年王滝村条例第14号）の適用を受ける一般職の職

員の例により算出される額とする。ただし、同条例第28条第１項中「100分の

126.25」とあるのは「100分の185.0」とする。この場合において、期末手当に

ついては、給料月額及びその額に100分の30を乗じて得た額の合計額を給料月額

とする。 

 

２ 常勤の職員の通勤手当、期末手当及び寒冷地手当の支給額は、一般職の職員

の給与に関する条例（昭和31年王滝村条例第14号）の適用を受ける一般職の職

員の例により算出される額とする。ただし、同条例第28条第１項中「100分の

127.5」とあるのは「100分の187.5」とする。この場合において、期末手当につ

いては、給料月額及びその額に100分の30を乗じて得た額の合計額を給料月額と

する。 
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一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について  

新旧対照表  

 

第３条（１）一般職の職員の給与に関する条例（昭和 40年王滝村条例 7号）の一部を次のように改正する  

改 正 後 改正前 

（通勤手当の額） （通勤手当の額） 

第18条 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

第18条 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

(１) 前条第１号に掲げる職員 支給単位期間につき村長が定めるところにより算出

した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下この号

において「運賃等相当額」という。）。 

(１) 前条第１号に掲げる職員 支給単位期間につき村長が定めるところにより算出

した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下この号

において「運賃等相当額」という。）。ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月

数で除して得た額（以下この号及び第３号において「１箇月当たりの運賃等相当

額」という。）が55,000円を超えるときは、支給単位期間につき、55,000円に支給

単位期間の月数を乗じて得た額（当該職員が２以上の交通機関等を利用するものと

して当該運賃等の額を算出する場合において、１箇月当たりの運賃等相当額の合計

額が55,000円を超えるときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も

長い支給単位期間につき、55,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額） 

(２) 前条第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間につ

き、それぞれ次に定める額（定年前再任用短時間勤務職員のうち、支給単位期間当

たりの通勤回数を考慮して村長が規則で定める職員にあっては、その額から、その

額に村長が規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

(２) 前条第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間につ

き、それぞれ次に定める額（定年前再任用短時間勤務職員のうち、支給単位期間当

たりの通勤回数を考慮して村長が規則で定める職員にあっては、その額から、その

額に村長が規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

ウ 使用距離が片道10キロメートル以上15キロメートル未満である職員 7,300円 ウ 使用距離が片道10キロメートル以上15キロメートル未満である職員 7,100円 

エ 使用距離が片道15キロメートル以上20キロメートル未満である職員 10,400円 エ 使用距離が片道15キロメートル以上20キロメートル未満である職員 10,000円 

オ 使用距離が片道20キロメートル以上25キロメートル未満である職員 13,500円 オ 使用距離が片道20キロメートル以上25キロメートル未満である職員 12,900円 

カ 使用距離が片道25キロメートル以上30キロメートル未満である職員 16,600円 カ 使用距離が片道25キロメートル以上30キロメートル未満である職員 15,800円 

キ 使用距離が片道30キロメートル以上35キロメートル未満である職員 19,700円 キ 使用距離が片道30キロメートル以上35キロメートル未満である職員 18,700円 

ク 使用距離が片道35キロメートル以上40キロメートル未満である職員 22,800円 ク 使用距離が片道35キロメートル以上40キロメートル未満である職員 21,600円 

ケ 使用距離が片道40キロメートル以上45キロメートル未満である職員 25,900円 ケ 使用距離が片道40キロメートル以上45キロメートル未満である職員 24,400円 

コ 使用距離が片道45キロメートル以上50キロメートル未満である職員 29,100円 コ 使用距離が片道45キロメートル以上50キロメートル未満である職員 26,200円 

サ 使用距離が片道50キロメートル以上55キロメートル未満である職員 32,300円 サ 使用距離が片道50キロメートル以上55キロメートル未満である職員 28,000円 
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改 正 後 改正前 

シ 使用距離が片道55キロメートル以上60キロメートル未満である職員 35,500円 シ 使用距離が片道55キロメートル以上60キロメートル未満である職員 29,800円 

ス 使用距離が片道60キロメートル以上である職員 38,700円 ス 使用距離が片道60キロメートル以上である職員 31,600円 

(３) 前条第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しな

いで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動

車等の使用距離等の事情を考慮して村長が定める区分に応じ、前２号に定める額、

第１号に定める額又は前号に定める額 

(３) 前条第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しな

いで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動

車等の使用距離等の事情を考慮して村長が定める区分に応じ、前２号に定める額

（１箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が55,000円を超えると

きは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につ

き、55,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）、第１号に定める額又は

前号に定める額 

２ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額の合計額が15万円を超える

職員の通勤手当の額は、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

単位期間につき、15万円に支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（宿日直手当） （宿日直手当） 

第25条 （略） 第25条 （略） 

２ 宿日直手当の額は、宿日直勤務１回につき、4,700円とする。ただし、その勤務時

間が５時間未満の場合は、100分の50を乗じて得た額とする。 

２ 宿日直手当の額は、宿日直勤務１回につき、4,400円とする。ただし、その勤務時

間が５時間未満の場合は、100分の50を乗じて得た額とする。 

３ （略） 

 

３ （略） 

 

（期末手当の額） （期末手当の額） 

第28条 期末手当の額は、期末手当基礎額に、100分の127.5を乗じて得た額（特定管理

職員にあっては、100分の107.5を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の期間に

おける当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

第28条 期末手当の額は、期末手当基礎額に、100分の125.0を乗じて得た額（特定管理

職員にあっては、100分の105.0を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の期間に

おける当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

２ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100

分の127.5」とあるのは、「100分の72.5」と、「100分の107.5」とあるのは「100分

の62.5」とする。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100

分の125.0」とあるのは、「100分の70.0」と、「100分の105.0」とあるのは「100分

の60.0」とする。 

３～５ （略） 

 

３～５ （略） 

 

（勤勉手当の額） （勤勉手当の額） 
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改 正 後 改正前 

第31条 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が村長の定める基準に従って定

める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の

額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超

えてはならない。 

第31条 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が村長の定める基準に従って定

める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の

額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超

えてはならない。 

(１) 前条の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれ基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養

手当の月額を加算した額に100分の107.5（特定管理職員にあっては100分の127.5）

を乗じて得た金額の総額を乗じて得た額の総額 

(１) 前条の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれ基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養

手当の月額を加算した額に100分の105.0（特定管理職員にあっては100分の125.0）

を乗じて得た金額の総額を乗じて得た額の総額 

(２) 前条の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤勉手当基礎額に、100分の52.5（特定管理職員にあっては、100分の62.5）

を乗じて得た額の総額 

(２) 前条の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤勉手当基礎額に、100分の50.0（特定管理職員にあっては、100分の60.0）

を乗じて得た額の総額 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

給与表  （略） 給与表  （略） 

  

 

第３条（２）一般職の職員の給与に関する条例（昭和 40年王滝村条例 7号）の一部を次のように改正する  

改正後 改正前 

（通勤手当の額） （通勤手当の額） 

第18条 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 

第18条 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 

(１)  （略） (１) （略）  

(２) 前条第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間に

つき、それぞれ次に定める額（定年前再任用短時間勤務職員のうち、支給単位

期間当たりの通勤回数を考慮して村長が規則で定める職員にあっては、その額

から、その額に村長が規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

(２) 前条第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間に

つき、それぞれ次に定める額（定年前再任用短時間勤務職員のうち、支給単位

期間当たりの通勤回数を考慮して村長が規則で定める職員にあっては、その額

から、その額に村長が規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

ア～シ （略） ア～シ （略） 

ス 使用距離が片道60キロメートル以上65キロメートル未満である職員 38,700円 ス 使用距離が片道60キロメートル以上である職員 38,700円 

セ 使用距離が片道65キロメートル以上70キロメートル未満である職員 42,200円  
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ソ 使用距離が片道70キロメートル以上75キロメートル未満である職員 45,700円  

タ 使用距離が片道75キロメートル以上80キロメートル未満である職員 49,200円  

チ 使用距離が片道80キロメートル以上85キロメートル未満である職員 52,700円  

ツ 使用距離が片道85キロメートル以上90キロメートル未満である職員 56,200円  

テ 使用距離が片道90キロメートル以上95キロメートル未満である職員 59,600円  

ト 使用距離が片道95キロメートル以上100キロメートル未満である職員 63,000円  

ナ 使用距離が片道100キロメートル以上である職員 66,400円  

(３) （略）  (３) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 

（期末手当の額） （期末手当の額） 

第28条 期末手当の額は、期末手当基礎額に、100分の126.25を乗じて得た額（特定

管理職員にあっては、100分の106.25を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内

の期間における当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める割合を乗じて得た額とする。 

第28条 期末手当の額は、期末手当基礎額に、100分の127.5を乗じて得た額（特定管

理職員にあっては、100分の107.5を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の期

間における当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

２ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「100分の126.25」とあるのは、「100分の71.25」と、「100分の106.25」とあるの

は「100分の61.25」とする。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「100分の127.5」とあるのは、「100分の72.5」と、「100分の107.5」とあるのは

「100分の62.5」とする。 

３～５ （略） 

 

３～５ （略） 

 

（勤勉手当の額） （勤勉手当の額） 

第31条 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が村長の定める基準に従って

定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手

当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める

額を超えてはならない。 

第31条 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が村長の定める基準に従って

定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手

当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める

額を超えてはならない。 

(１) 前条の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ基準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受け

るべき扶養手当の月額を加算した額に100分の106.25（特定管理職員にあっては

100分の126.25）を乗じて得た金額の総額を乗じて得た額の総額 

(１) 前条の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ基準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受け

るべき扶養手当の月額を加算した額に100分の107.5（特定管理職員にあっては

100分の127.5）を乗じて得た金額の総額を乗じて得た額の総額 
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(２) 前条の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に、100分の51.25（特定管理職員にあっては、100分

の61.25）を乗じて得た額の総額 

(２) 前条の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に、100分の52.5（特定管理職員にあっては、100分

の62.5）を乗じて得た額の総額 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

 

王滝村一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例について  

新旧対照表  

 

第４条（１）王滝村一般任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成 29年王滝村条例第 12号） 

改正後 改正前 

（特定任期付職員の給与に関する特例） （特定任期付職員の給与に関する特例） 

第４条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以下「特定任

期付職員」という。）には、次の給料表を適用する。 

第４条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以下「特定任

期付職員」という。）には、次の給料表を適用する。 

号俸 給料月額（円） 

１ 287,000 

２ 324,000 

３ 366,000 

４ 413,000 

５ 466,000 

６ 526,000 

７ 594,000 
 

号俸 給料月額（円） 

１ 279,000 

２ 312,000 

３ 350,000 

４ 388,000 

５ 431,000 

６ 479,000 

７ 533,000 
 

２～４ （略） 

 

２～４ （略） 
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改正後 改正前 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する一般職給与条例第３条第１項、第25条の２第１項、

第28条第１項及び第31条第１項第２号の規定の適用については、一般職給与条

例第３条第１項中「この条例」とあるのは「この条例及び王滝村一般職の任期

付職員の採用等に関する条例第25条の２第１項において「任期付職員条例」と

いう。」第４条の規定」と、一般職給与条例第25条の２第１項中「職員が」と

あるのは「職員及び任期付職員条例第４条第１項に規定する特定任期付職員

（第24条の３において「特定任期付職員」という。）である職員が」と、「当

該」とあるのは「これらの」と、一般職給与条例第28条第１項中「100分の

127.5」とあるのは「100分の97.5」と、一般職給与条例第31条第１項第２号中

「100分の107.5」とあるのは「100分の90.0」とする。 

 

２ 特定任期付職員に対する一般職給与条例第３条第１項、第25条の２第１項、

第28条第１項及び第31条第１項第２号の規定の適用については、一般職給与条

例第３条第１項中「この条例」とあるのは「この条例及び王滝村一般職の任期

付職員の採用等に関する条例第25条の２第１項において「任期付職員条例」と

いう。」第４条の規定」と、一般職給与条例第25条の２第１項中「職員が」と

あるのは「職員及び任期付職員条例第４条第１項に規定する特定任期付職員

（第24条の３において「特定任期付職員」という。）である職員が」と、「当

該」とあるのは「これらの」と、一般職給与条例第28条第１項中「100分の

125.0」とあるのは「100分の95」と、一般職給与条例第31条第１項第２号中

「100分の105」とあるのは「100分の87.5」とする。 

 
 

第４条（１）王滝村一般任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成 29年王滝村条例第 12号） 

改正後 改正前 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する一般職給与条例第３条第１項、第25条の２第１項、

第28条第１項及び第31条第１項第２号の規定の適用については、一般職給与条

例第３条第１項中「この条例」とあるのは「この条例及び王滝村一般職の任期

付職員の採用等に関する条例第25条の２第１項において「任期付職員条例」と

いう。」第４条の規定」と、一般職給与条例第25条の２第１項中「職員が」と

あるのは「職員及び任期付職員条例第４条第１項に規定する特定任期付職員

（第24条の３において「特定任期付職員」という。）である職員が」と、「当

該」とあるのは「これらの」と、一般職給与条例第28条第１項中「100分の

126.25」とあるのは「100分の96.25」と、一般職給与条例第31条第１項第２号

中「100分の106.25」とあるのは「100分の88.75」とする。 

 

２ 特定任期付職員に対する一般職給与条例第３条第１項、第25条の２第１項、

第28条第１項及び第31条第１項第２号の規定の適用については、一般職給与条

例第３条第１項中「この条例」とあるのは「この条例及び王滝村一般職の任期

付職員の採用等に関する条例第25条の２第１項において「任期付職員条例」と

いう。」第４条の規定」と、一般職給与条例第25条の２第１項中「職員が」と

あるのは「職員及び任期付職員条例第４条第１項に規定する特定任期付職員

（第24条の３において「特定任期付職員」という。）である職員が」と、「当

該」とあるのは「これらの」と、一般職給与条例第28条第１項中「100分の

127.5」とあるのは「100分の97.5」と、一般職給与条例第31条第１項第２号中

「100分の107.5」とあるのは「100分の90.0」とする。 

 



 

 

議第６３号 

 

令和７年度王滝村一般会計補正予算（第３号）について 

 

 

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度王滝村一般会計補正予算をすることについて、別案のとおり提出

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年１１月２０日   提 出 

王 滝 村 長  越 原 道 廣 

 

 

令和７年１１月  日   議 決 

王滝村議会議長  下 出 謙 介 



 

 

議第６３号 

 

令和７年度王滝村一般会計補正予算（第３号） 

 

 

 令和７年度王滝村一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 9,825 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

2,256,091千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

 

 

令和７年１１月２０日   提 出 

王 滝 村 長  越 原 道 廣 

 

 

令和７年１１月  日   議 決 

王滝村議会議長  下 出 謙 介 



18 繰入金 271,104 9,825 280,929

2 基金繰入金 271,104 9,825 280,929

歳　　入　　合　　計 2,246,266 9,825 2,256,091

第１表　歳入歳出予算補正

(単位　千円)歳　入

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計



2 総務費 914,686 6,636 921,322

1 総務管理費 876,641 6,636 883,277

3 民生費 146,419 110 146,529

2 児童福祉費 19,345 110 19,455

4 衛生費 163,923 2,390 166,313

1 保健衛生費 126,449 2,310 128,759

2 清掃費 37,474 80 37,554

10 教育費 86,013 689 86,702

2 小学校費 39,595 282 39,877

4 社会教育費 14,188 205 14,393

5 保健体育費 10,916 202 11,118

歳　　出　　合　　計 2,246,266 9,825 2,256,091

(単位　千円)歳　出

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計



18 繰入金 271,104 9,825 280,929

歳入歳出補正予算事項別明細書
１ 総 括

(単位　千円)(歳入)

款 補正前の額 補　正　額 計

歳　　入　　合　　計 2,246,266 9,825 2,256,091



2 総務費 914,686 6,636 921,322 0 0 0 6,636

3 民生費 146,419 110 146,529 0 0 0 110

4 衛生費 163,923 2,390 166,313 0 0 0 2,390

10 教育費 86,013 689 86,702 0 0 0 689

(単位　千円)(歳出)

補　　　　　正　　　　　額　　　　　の　　　　　財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

款 補正前の額 補　正　額 計 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一般財源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

歳　　出　　合　　計 2,246,266 9,825 2,256,091 0 0 0 9,825



18 繰入金 271,104 9,825 280,929

2 基金繰入金 271,104 9,825 280,929

1 財政調整基金繰入金 190,045 9,825 199,870 1 繰入金 9,825 財政調整基金繰入金 9,825

２　歳　入 (単位　千円)

節
款　　　項　　　目 補正前の額 補正額 計 説　　　　　　　明

区　　　　　分 金　　額

歳　　入　　合　　計 2,246,266 9,825 2,256,091



2 総務費 914,686 6,636 921,322 6,636

1 総務管理費 876,641 6,636 883,277 6,636

1 一般管理費 338,033 5,936 343,969 5,936

1 報酬 60

2 給料 3,650

3 職員手当等 2,145

8 旅費 81

（総務係）
　庶務一般経費 341341
　　　　会計年度任用職員手当 60
　　　　　会計年度任用職員手当 60
　　　　会計年度任用職員給料 150
　　　　　会計年度任用職員給料 150
　　　　会計年度任用職員手当 50
　　　　　会計年度任用職員手当 50
　　　　費用弁償 81
　　　　　会計年度任用職員通勤費用弁償 81

　特別職人件費 7575
　　　　特別職期末手当 75
　　　　　特別職期末手当 75

　一般職員人件費 5,5205,520
　　　　一般職給料 3,500
　　　　　一般職給料 3,500
　　　　宿日直手当 200
　　　　　宿日直手当 200
　　　　期末手当 1,300
　　　　　期末手当 1,300
　　　　勤勉手当 520
　　　　　勤勉手当 520

9 企画費 301,904 700 302,604 700

1 報酬 520

4 共済費 180

（総務課＿企画財政係（企画））
　地域おこし協力隊事業費 700700
　　　　会計年度任用職員報酬 360
　　　　　会計年度任用職員報酬 360
　　　　会計年度任用職員手当 160
　　　　　会計年度任用職員手当 160
　　　　会計年度任用職員社会保険料 180
　　　　　社会保険料 120
　　　　　健康保険料 60

3 民生費 146,419 110 146,529 110

2 児童福祉費 19,345 110 19,455 110

4 保育園費 14,108 110 14,218 110

1 報酬 110
（教育委員会事務局総務係）
　保育園一般経費 110110
　　　　会計年度任用職員手当 110
　　　　　会計年度任用職員手当 110

３　歳　出 (単位　千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

一般財源 区　　分 金　　額
款　　項　　目 補正前の額 補正額 計 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他



4 衛生費 163,923 2,390 166,313 2,390

1 保健衛生費 126,449 2,310 128,759 2,310

1 保健衛生総務費 80,003 236 80,239 236

18 負担金補助及び 236
交付金

（企画財政係（財政））
　公営企業支出金 236236
　　　　交付金助成金 236
　　　　　簡易水道事業補助金 236

4 診療所費 35,797 2,074 37,871 2,074

27 繰出金 2,074
（企画財政係（財政））
　特別会計繰出金 2,0742,074
　　　　繰出金（その他） 2,074
　　　　　特別会計診療所費繰出金 2,074

2 清掃費 37,474 80 37,554 80

1 清掃総務費 37,474 80 37,554 80

1 報酬 80
（建設水道係（環境））
　清掃一般経費 8080
　　　　会計年度任用職員報酬 80
　　　　　会計年度任用職員報酬 80

10 教育費 86,013 689 86,702 689

2 小学校費 39,595 282 39,877 282

1 学校管理費 38,324 282 38,606 282

2 給料 130

3 職員手当等 70

8 旅費 82

（小中学校）
　小学校管理経費 282282
　　　　会計年度任用職員給料 130
　　　　　会計年度任用職員給料 130
　　　　会計年度任用職員手当 70
　　　　　会計年度任用職員手当 70
　　　　費用弁償 82
　　　　　会計年度任用職員通勤費用弁償 82

4 社会教育費 14,188 205 14,393 205

1 社会教育総務費 3,256 5 3,261 5

8 旅費 5
（教育委員会事務局生涯学習係）
　社会教育一般経費 55
　　　　費用弁償 5
　　　　　会計年度任用職員通勤費用弁償 5

2 公民館費 9,191 200 9,391 200

1 報酬 200
（教育委員会事務局生涯学習係）
　公民館活動費 200200
　　　　会計年度任用職員報酬 140
　　　　　会計年度任用職員報酬 140

(単位　千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

一般財源 区　　分 金　　額
款　　項　　目 補正前の額 補正額 計 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他



　　　　会計年度任用職員手当 60
　　　　　会計年度任用職員手当 60

5 保健体育費 10,916 202 11,118 202

3 学校給食費 8,418 202 8,620 202

1 報酬 200

8 旅費 2

（小中学校）
　学校給食一般経費 202202
　　　　会計年度任用職員報酬 110
　　　　　会計年度任用職員報酬 110
　　　　会計年度任用職員手当 90
　　　　　会計年度任用職員手当 90
　　　　費用弁償 2
　　　　　会計年度任用職員通勤費用弁償 2

歳　出　合　計 2,246,266 9,825 2,256,091 0 0 0 9,825

(単位　千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

一般財源 区　　分 金　　額
款　　項　　目 補正前の額 補正額 計 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他



 

 

議第６４号 

 

令和７年度王滝村特別会計国民健康保険診療施設費補正予算（第３号）について 

 

 

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和度王滝村特別会計国民健康保険診療施設費補正予算をすることについて、

別案のとおり提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年１１月２０日   提 出 

王 滝 村 長  越 原 道 廣 

 

 

令和７年１１月  日   議 決 

王滝村議会議長  下 出 謙 介 



 

議第６４号 

 

令和７年度王滝村特別会計国民健康保険診療施設費補正予算（第３号） 

 

 

 令和７年度王滝村特別会計国民健康保険診療施設費補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 2,074 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

84,523千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

 

 

令和７年１１月２０日   提 出 

王 滝 村 長  越 原 道 廣 

 

 

令和７年１１月  日   議 決 

王滝村議会議長  下 出 謙 介 



14 繰入金 49,313 2,074 51,387

2 他会計繰入金 35,797 2,074 37,871

歳　　入　　合　　計 82,449 2,074 84,523

第１表　歳入歳出予算補正

(単位　千円)歳　入

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計



1 総務費 59,626 2,074 61,700

1 施設管理費 59,626 2,074 61,700

歳　　出　　合　　計 82,449 2,074 84,523

(単位　千円)歳　出

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計



14 繰入金 49,313 2,074 51,387

歳入歳出補正予算事項別明細書
１ 総 括

(単位　千円)(歳入)

款 補正前の額 補　正　額 計

歳　　入　　合　　計 82,449 2,074 84,523



1 総務費 59,626 2,074 61,700 0 0 2,074 0

(単位　千円)(歳出)

補　　　　　正　　　　　額　　　　　の　　　　　財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

款 補正前の額 補　正　額 計 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一般財源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

歳　　出　　合　　計 82,449 2,074 84,523 0 0 2,074 0



14 繰入金 49,313 2,074 51,387

2 他会計繰入金 35,797 2,074 37,871

1 一般会計繰入金 35,797 2,074 37,871 1 繰入金 2,074 一般会計繰入金 2,074

２　歳　入 (単位　千円)

節
款　　　項　　　目 補正前の額 補正額 計 説　　　　　　　明

区　　　　　分 金　　額

歳　　入　　合　　計 82,449 2,074 84,523



1 総務費 59,626 2,074 61,700 2,074

1 施設管理費 59,626 2,074 61,700 2,074

1 一般管理費 59,626 2,074 61,700 2,074

1 報酬 60

2 給料 50

3 職員手当等 1,864

4 共済費 100

（診療所事務係）
　総務管理一般経費 150150
　　　　会計年度任用職員報酬 60(繰)一般会計繰入金 150
　　　　　会計年度任用職員報酬 60
　　　　会計年度任用職員給料 50
　　　　　会計年度任用職員給料 50
　　　　会計年度任用職員手当 40
　　　　　会計年度任用職員手当 40

　一般職員人件費 1,9241,924
　　　　時間外勤務手当 1,694(繰)一般会計繰入金 1,924
　　　　　時間外勤務手当 1,694
　　　　期末手当 60
　　　　　期末手当 60
　　　　勤勉手当 20
　　　　　勤勉手当 20
　　　　調整手当 50
　　　　　調整手当 50
　　　　退職手当組合負担金 100
　　　　　町村職員退職手当組合負担金 100

歳　出　合　計 82,449 2,074 84,523 0 0 2,074 0

３　歳　出 (単位　千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

一般財源 区　　分 金　　額
款　　項　　目 補正前の額 補正額 計 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他



議第６５号 

 

 

   令和７年度王滝村公営企業簡易水道事業会計補正予算（第２号） 

について 

 

 

 

 

 地方公営企業法第２４条第２項の規定により、令和７年度王滝村公営企業簡易水

道事業会計予算を補正することについて、別案のとおり提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年１１月２０日  提 出  

王 滝 村 長  越 原 道 廣 

 

 

令和７年１１月  日  議 決  

王滝村議会議長  下 出 謙 介

 



（科　　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

  第１款  事業収益                       １，０７０，８３３千円簡易水道事業収益

  第１款  事業収益                       １，０７０，８３３千円簡易水道事業費用

令和７年　１１月　２０日　  提　出　　

王　滝　村　長　　　越 原　道 廣　　

令和７年　１１月　    日　  議　決　　　

王滝村議会議長　　下 出　謙 介　　　

　　（他会計からの補助金）

第４条  簡易水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、40,958千円である。

　　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第３条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ
　以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 16,767 千円

　　（収益的収入及び支出）

収　　　　　　入

61,619

千円

236 千円

千円

61,855 千円

千円36,057 236

第２条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 千円

第１項 営 業 外 収 益

支　　　　　　出

第１款

第１項 営 業 費 用

75,064 千円 236 千円 75,300 千円

72,751 千円 236 千円 72,987 千円

36,293

議第 ６５号

令和７年度 王滝村公営企業簡易水道事業会計補正予算（第２号）について

　　（総則）

第１条  令和７年度王滝村公営企業簡易水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。



（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備            考

1　簡易水道事
業収益

61,619 236 61,855

1 営業外収益 36,057 236 36,293

1 他会計補助金 30,024 236 30,260

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備            考

1　簡易水道事
業費用

75,064 236 75,300

1 営業費用 72,751 236 72,987

1 総係費 20,449 236 20,685

令和７年度　王滝村公営企業簡易水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

収益的収入及び支出

支出

収入



（単位：千円）

(1) 業務活動によるキャッシュ・フロー

　 　当年度純利益（△は当年度純損失） △ 12,832
　減価償却費 19,457
　賞与引当金・法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 185
　長期前受金戻入額 △ 6,033
　受取利息及び受取配当金 0
　支払利息 40
　固定資産売却損益（△は益） 0
　未収金の増減額（△は増加） 0
　未払金の増減額（△は減少） 853
　
　小計 1,300
　
　利息及び配当金の受取額 0
　利息の支払額 △ 40
　
　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,260
　

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー
　
　有形固定資産の取得による支出 △ 8,071
　補助金等による収入 10,698
　
　投資活動によるキャッシュ・フロー 2,627
　

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 800
　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,220
　
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 420
　

　　資金増加額（又は減少額） 3,467
　　資金期首残額 19,833
　　資金期末残額 23,300

　

令和7年度　王滝村公営企業簡易水道事業会計　予定キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日　から　令和8年3月31日まで）



（単位：千円）

1　営　業　収　益

(1) 給 水 収 益 23,239

(2) そ の 他 営 業 収 益 23,239

2　営　業　費　用

(1) 配 水 及 び 給 水 費 29,839

(2) 総 係 費 20,315

(3) 減 価 償 却 費 19,457

(4) そ の 他 営 業 費 用 69,611

営 業 損 失 46,372

3　営　業　外　収　益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金

(2) 他 会 計 補 助 金 30,260

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 6,033

(4) 雑 収 益 0 36,293

4　営　業　外　費　用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 40

(2) 雑 支 出 2,693 2,733 33,560

経 常 損 失 12,812

5　特　別　利　益

(1) そ の 他 特 別 利 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(3) 固 定 資 産 売 却 益 0 0

6　特　別　損　失

(1) そ の 他 特 別 損 失 20

(2) 減 損 損 失 0

(3) 過 年 度 損 益 修 正 損 0 20

当 年 度 純 損 失 12,832

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 2,244

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 15,076

令和7年度　王滝村公営企業簡易水道事業会計予定損益計算書
（令和7年4月1日　から　令和8年3月31日まで）



（単位：千円）

１ 固　定　資　産

（１） 有　形　固　定　資　産

イ 土 地 0

ロ 建 物 4,668

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,721 947

ハ 構 築 物 1,049,798

減 価 償 却 累 計 額 △ 747,067 302,731

ニ 機 械 及 び 装 置 185,515

減 価 償 却 累 計 額 △ 146,102 39,413

ホ 車 両 運 搬 具 2,092

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,987 105

ヘ 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 343,196

（２） 投　資　そ　の　他　の　資　産

イ 基 金 9,800

投 資 合 計 9,800

固 定 資 産 合 計 352,996

２ 流　動　資　産

(１) 現 金 預 金 23,300

(２) 未 収 金 4,453

貸 倒 引 当 金 0 4,453

流 動 資 産 合 計 27,753

資 産 合 計 380,749

３ 固　定　負　債

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,050

ロ そ の 他 の 企 業 債 0 5,050

固 定 負 債 合 計 5,050

４ 流　動　負　債

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 820

ロ そ の 他 の 企 業 債 0 820

(３) 未 払 金 4,782

(４) 引 当 金 1,065

流 動 負 債 合 計 6,667

５ 繰　延　収　益

（１） 長 期 前 受 金 452,004

（２） 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 341,447

繰 延 収 益 合 計 110,557

負 債 合 計 122,274

６ 資　本　金

(１) 固 有 資 本 金 273,551

資 本 金 合 計 273,551

７ 剰　余　金

（１） 利　益　剰　余　金

ホ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 15,076

利 益 剰 余 金 合 計 △ 15,076

剰 余 金 合 計 △ 15,076

資 本 合 計 258,475

負 債 ・ 資 本 合 計 380,749

令和7年度　王滝村公営企業簡易水道事業会計　予定貸借対照表
令和8年3月31日

資　産　の　部

資　本　の　部

負　債　の　部



重要な会計方針

地方公営企業法会計基準を適用し、財務諸表等を作成している

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・減価償却の方法：定額法

・主な耐用年数

建物　７～５０年

構築物　１０～６０年

機械及び装置　６～２０年

車輛運搬具　３～７年

工具器具及び備品　３～１５年

引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定キャッシュフロー計算書に関する注記

当事業年度において重要な非資金取引は予定していない。

予定貸借対照表関連

企業債の償還に係る他会計の負担

（2）

（1）
　 本村は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業は当該組合に掛金を負担しているが、追加的な負担はすべて
一般会計において負担しているため、簡易水道事業会計において退職給付引当金を計上していない。

　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する
額（翌年度６月に支給する額のうち１２月～３月分に相当する額）を計上している。

注記事項

Ⅰ

1

（1）

2

3

Ⅱ

Ⅲ

（1）
　 貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）
のうち、他会計が負担すると見込まれている額は、820千円である。



セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自：令和７年４月１日　至：令和８年３月３１日）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
△9,588 △1,798 △11,386 

0 0 

10 10 20 

（単位：千円）

56,029 66,245 122,274 

36,933 32,678 69,611 

△23,348 △23,024 △46,372 

おんたけ高原
簡易水道事業

おんたけ高原簡易水道に係る配水及び給水業務、施設維持
管理業務

村営水道事業
王滝村簡易水道、滝越簡易水道、九蔵簡易水道、鞍馬簡易
給水施設に係る配水及び給水業務、施設維持管理業務

2

Ⅳ

1
　簡易水道事業会計は、村営水道事業及びおんたけ高原簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定している
ことから、村営水道事業及びおんたけ高原簡易水道事業の２つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

村営水道事業 おんたけ高原 簡易水道事業 合計

13,585 9,654 23,239 

△6,897 △5,915 △12,812 

198,814 181,935 380,749 

17,199 23,759 40,958 

10,561 8,896 19,457 

0 



令和７年度王滝村公営企業簡易水道事業会計会計補正予算（第２号）明細書

収益的収入及び支出

収入

（単位：千円）

区　分 金　額

61,619 236 61,855

36,057 236 36,293

他会計補助金 30,024 236 30,260 他会計補助金 236 ・
(高水)他会計補助金（収益
的）

16

・
(村水)他会計補助金（収益
的）

220

支出

（単位：千円）

区　分 金　額

75,064 236 75,300

72,751 236 72,987

総係費 20,449 236 20,685 給料 100 ・ (村水)一般職員給料 100

手当 96 ・ (高水)寒冷地手当 16

・ (村水)期末手当 50

・ (村水)勤勉手当 30

法定福利費 40 ・ (村水)職員共済組合負担金 20

・ (村水)退職手当組合負担金 20

説　　　明款　項　目 補正前 補正額 補正後
節

節
説　　　明

簡易水道事業費用

営業費用

簡易水道事業収益

営業外収益

款　項　目 補正前 補正額 補正後
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